
新型インフルエンザ等対策推進会議（第１回）での主なご意見について①

（平時からの備えについて）

○ 平時から、診断薬や治療薬、ワクチンなどの開発を迅速に行えるような研究開発の体制づくりが必要。

○ 平時から物資確保や、疫学／臨床情報・患者検体収集の体制、医療資源の配分を考慮した医療体制構築が必要。

○ 平時から米国ＣＤＣ等海外の研究機関との連携を強化して、感染症発生の早期探知が可能となる情報収集のメカ
ニズムを構築することが重要。

○ 行動計画の議論では、平時にどこまでの投資を行い、どの段階まで準備を進めるべきかの議論が重要。

○ 政府対策本部の設置前後にも突発的に大きな事象が生じ得るため、感染早期の段階における体制づくりも重要。

（有事のシナリオ想定について）

○ 新型インフル・新型コロナ以外の感染症が流行する可能性も考慮したシナリオ想定が重要。

○ 感染経路や重症度に応じたシナリオを作成する必要がある。

○ 計画通り進めることも重要だが、アジャイル型の要素を取り入れて臨機応変に対応できるようにすることも必要。

（感染拡大防止と社会経済活動のバランスについて）

○ 特措法は生命と経済のバランスをとることを目的としているが、単に感染症にかからないということではなく、
身体・心理・社会的に健康であることも考えていく必要。

○ バランスを考慮し、行動制限の影響を受ける学生などの若者も含め、国民や事業者の状況も踏まえつつ、納得で
きるエビデンスを示した上で、機動的に対策を切り替えることが重要。

○ 新型コロナの感染拡大初期における強い対策については、迅速・機動的に講じられたものの、それら対策の緩
和・解除については、慎重すぎたのではないか。

○ 新型コロナ対応において行った経済対策の影響について、適切な手法で評価し、議論を行う必要がある。 1
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新型インフルエンザ等対策推進会議（第１回）での主なご意見について②

（対策項目・内容について）

○ 対策にあたっては、国民の理解・協力が最も重要であり、情報発信を大きな柱とすべき。

○ 科学的根拠に基づいた情報発信の一元化、リスクコミュニケーションの在り方について検討する必要。

○ 患者等に対する差別解消のため、平時から公表する情報等について検討する必要がある。

○ 検査体制の維持・充実や、診断薬・迅速検査キット・ワクチン技術の研究開発を迅速に行える体制の確保が必要。

○ 科学的知見の提供にあたっては、医療ＤＸの推進や行政データを統合できる体制が必要。

（国・地方等の連携体制について）

○ 国と自治体における連携・連絡調整において、双方向のコミュニケーションをより円滑に行う必要。

○ 様々な現場（医療、保健所、地衛研、経済界、関係団体）がネットワークとして適切に機能するようにできるよ

うにすべき。また、小規模自治体にも配慮する必要がある。
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